―農商工連携ファンド（基金）組成によって生じた運用益を活用した助成金交付事業―


１　目的

ひょうご農商工連携ファンド事業助成金(以下「助成金」という。)は、兵庫県内の中小企業者等と農林漁業者との連携の促進及び地域経済の振興を図るため、魅力ある農業ビジネスの実現や市場のニーズに適応した新商品・新サービスの開発等の実現のために中小企業者等と農林漁業者の連携体が取り組む事業（以下「助成事業」という。）に対して、別に定める「ひょうご農商工連携ファンド事業助成金交付要綱」に基づき、事業の実施に必要な経費の一部を助成するものとする。
２　実施主体

公益財団法人ひょうご産業活性化センター（以下「センター」という。）
３　応募資格

助成事業の対象者は、中小企業者等と農林漁業者の連携体で、新商品の開発に取り組んでいる事業者又は平成2９年3月までに取り組む予定の事業者とする。

４　助成対象者

助成事業の対象者は、中小企業者等と農林漁業者の連携体とし、それらは次のいずれかに該当する者とする。ただし、その代表者は兵庫県内に事業所を有する中小企業者等、兵庫県内に居住地又は所在地を有する農林漁業者のいずれかとする。
(1)　中小企業者等

①　兵庫県内に事業所を有する独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成１４年法
律第１４７号）第２条第１項の規定に基づく中小企業者（みなし大企業及び農林漁業者を除く）。なお、みなし大企業とは以下のものという。

ア　発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が、同一の大企業の所有に属している中小企業者

イ　発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に所属している中小企業者

ウ  大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者

②　兵庫県内に事業所を有する特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項の規定に基づくＮＰＯ法人で自ら事業を行う者（営利活動として実施する場合に限る。）等の中小企業者以外の者
(2)　農林漁業者
中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（平成２０年
法律第３８号）第２条第２項の規定に基づく農林漁業者のうち、兵庫県内に居住地又は所在地を有する者
５　助成事業
兵庫県が策定する「ひょうご農商工連携ファンド」支援事業計画（以下「支援事業計
画」という。）のめざす、魅力ある農業ビジネスの実現や、市場のニーズに適応した新商品・新サービスの開発等の実現のため、中小企業者等と農林漁業者の連携体が取り組む次に掲げる事業とする。ただし、同一事業について国庫補助金及び県補助金を受けている又は受けることが決まっている場合は、本助成事業の対象とならないものとする。
①研究開発費：地域の農林漁業資源を活用した新商品の開発、新サービスの提供
②販路開拓費：開発する新商品、新サービスの販路開拓
６　助成対象経費
助成対象経費は、事業の実施に必要な経費として明確に区分できるもので、かつ証拠

書類によって発注、納品、支払等の金額・時期・内容等が確認できる次に掲げる経費と
する。
	区　分
	内　　　容

	研究開発費
	①学識経験者等の専門家に対する謝金・旅費　

②原材料費　

③機械装置・工具器具費（試作開発のための購入・製造・借入費で、それらに付随する軽微な据付費を含む）

④委託費（加工費、デザイン料、試作費、実験費、設計費、試験検査費、システム開発費）　

⑤産業財産権等取得費（知的財産権取得に要する弁理士等手続きに関する費用）

⑥その他事業実施に必要不可欠で助成対象として特定できる経費

	販路開拓費
	①試作品等出展のための展示会等の会場費、出展料

②市場調査、技術コンサルタント料（外注に限る）

③試作品等のための広告宣伝費、ＤＶＤ・ホームページ作成費（外注に限る）

④その他事業実施に必要不可欠で助成対象として特定できる経費


（注）①　機械装置・工具器具費は、試作開発のために必要不可欠なものに限り、
　　　　リース・レンタルを原則とする。

なお、やむを得ず試作後に生産に転用できる機械装置等を購入する場合は、

当財団が別に算定した「リース料相当額」を助成対象とする。

②　販路開拓費のみの申請は認めない。また、販路開拓費は、研究開発にフィード

バックするものを指し、商品化時の営業活動は含まない。

③　助成対象経費には消費税及び地方消費税を含めない。

④　上表記載の経費に該当するものでも、審査により対象外とすることや査定に

より減額することがある。

７　助成率
助成対象経費の３分の２以内とする。
８　助成期間

助成事業の助成期間は交付決定日から２年以内とする。ただし、助成事業期間外に行った事業や支払われた経費等は、原則、助成対象としない（今回募集の場合は平成２８年４月初め頃交付決定を予定）。
なお、助成期間が１年を超える助成事業は、２年にわたる助成を希望する場合でも、助成事業の交付決定日から起算して１年を経過するごとに申請書を提出し審査を受けなければならない。また、助成事業は１年ごとに一旦事業を完了させ、その実績をセンターへ報告し、センターの実績確認を受けなければならない。
９　助成限度額
助成事業に対する助成額の下限額及び上限額は、２年間を通じた総額で５０万円以上５００万円以内とする。

10　助成事業の選定基準・審査
選定基準は以下のとおりとし、学識経験者等で構成する審査委員会で審査・選考を行い、予算の範囲内で助成事業を選定するものとする。

なお、審査等にあたっては、必要に応じて事前に現地調査、ヒアリング等を実施する。

①必要性
②新規性・革新性・優位性
③市場性
④実現可能性
⑤地域経済活性化への波及効果
11　選定案件等の通知

　　選定案件の決定後、申請者へは採択または不採択の結果をセンターから通知する（審査経過、選定結果の内容等についての問い合わせには応じられません）。
交付決定にあたっては、必要に応じて補正を命じること、申請金額を減額して交付決定をすることがある。
12　交付決定後のスケジュール等
(1)　助成金の支払い

助成事業者は助成事業が完了したときは、原則、完了日から３０日以内に、助成事業実績書等の提出を経て、センターの実績確認により、交付すべき助成金の額が確定した後、助成事業者に対して助成金の支払いを行う（助成金は１年毎に中小企業者等と農林漁業者の連携体の代表者へ一括交付）。
　(2)　公表

　　　助成事業は、原則、連携体の構成者名、事業名、事業概要、企業概要、事業進捗状況等について公表するものとする。
　(3)　事業成果等の報告

助成事業者は、助成事業完了後も助成金の交付の目的を達成するため、その事業化及び収益の拡大に努め、助成金交付年度以降の１０年間を限度として、事業目標の達成度、売上高、収益等について、報告するものとする。
　　〔事業目標〕
　　①　短期目標

　　　　助成金交付後３年以内に事業化（※）すること。

　　　　※「事業化」とは「開発した新商品についての売上が計上されること」をいう。
　　②　長期目標
　　　　事業化を果たした年度とファンド事業終了（平成３２年度）後の売上高の増加率
　　　　　中小企業者等　４％以上
　　　　　農業漁業者　　２％以上

13　応募方法
　(1)　受付期間

　　　平成２７年１0月９日（金）から平成２８年１月８日（金）　最終日16時必着
　(2)　申請に必要な書類

　　①　ひょうご農商工連携ファンド事業助成金交付申請書（別記第１号様式）

　　②　助成事業計画書（申請書添付書類様式１－１、１－２）

　　③　収支予算書（申請書添付書類様式２）

　　④　申請者及び連携体の概要（申請書添付書類様式３）

　　⑤　定款、寄付行為、商業登記簿謄本又は現在事項全部証明書（申請者全員）
　　⑥　最近２カ年の財務諸表の写し又は所得税（個人事業者の場合）の申告書の写し
（申請者全員）
　　⑦　反社会的勢力の排除に関する誓約書
　　⑧　その他（事業計画の内容のわかる資料、経費の積算根拠のわかる資料等必要書類）
  　
　(3)　提出先

　　　申請に必要な書類をセンターへ持参または郵送して提出すること（申請様式はセンターホームページからダウンロード可）。なお、提出された書類は返却しません。受付時に事業内容の確認等で時間を要する場合、不備により受付できない場合などがあるため、できるだけ申請書提出前にご相談ください。

14　問い合わせ・提出先

　　〒651-0096　神戸市中央区雲井通５丁目３番１号　サンパル６階

　　公益財団法人ひょうご産業活性化センター
　創業推進部　新事業課

　　TEL：078-230-8110　FAX：078-230-8３９１
　　E-Mail： shinjigyo@staff.hyogo-iic.ne.jp

　　[URL]　 http://web.hyogo-iic.ne.jp/kigyo/renkeifund
15　参考：助成金交付までの流れ（予定）

　　

　　申請書の提出　２７年１0月９(金)
～2８年１月８日(金)　　
↓　　　　　※提出後から決定までの間適宜申請書補正あり

　　　　　　　　　　　　　↓

　　審　　　　査　２８年１月～３月　　※必要に応じてヒアリングを実施

　　　　　　　　　　　　　↓

助成事業決定　　　　３月中旬頃　　※申請者へ結果を通知（交付決定は１年毎）

　　　　　　　　　　　　　↓

　　助成期間開始　　　　４月初め頃　　※助成対象期間は助成金交付決定の日
（平成2８年4月（予定））以降

　　　　　　　　　↓

遂行状況報告　　　１0月頃
　　　　　　　　　　　↓

助成事業完了　2９年３月末　　　※交付決定日から１年以内

　　　　　　　　　　　↓

実績報告提出　　　　４月末締切　※助成事業完了から３０日以内

　　　　　　　　　　　↓

助成金額確定　　（実績報告確認次第）

　　　　　　　　　　　↓

助成金の交付　　（請求書受理後交付）

　　※１年を越える助成期間となる場合は、２年とも上記の申請・報告等が必要です。


　　①　ひょうご農商工連携ファンド事業助成金交付申請書（別記第１号様式）

　　②　助成事業計画書（申請書添付書類様式１－１）

中期収支計画（申請書添付書類様式１－２）

　　③　収支予算書（申請書添付書類様式２）

　　　　支出明細書（申請書添付書類様式２にかかる参考様式）

　　④　申請者及び連携体の概要（申請書添付書類様式３）
    ⑤　反社会的勢力の排除に関する誓約書
　　【参考】申請書記載例（支出明細書を除く）
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